
次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく 

社会福祉法人魚沼更生福祉会 行動計画 

 

男女ともに全職員が活躍できる雇用環境の整備を行うため、次のように行動計画を策定

する。 

 

１．計画期間 令和 8年４月１日～令和 12年３月３１日 

 

２．目標と取組内容・実施時期 

 

 

 

 

＜取組内容＞ 

 ●令和 8年 ４月～ 各事業所における年次有給休暇取得状況の現状および残業時間の

現状把握と分析を行う。 

 ●令和 8年 10月～ 年次有給休暇取得率の低い職員に対して、所属長が業務状況およ

び残業時間を把握し、計画的な休暇取得を促すとともに、取得し

やすく残業の少ない環境の整備に努める。 

 ●令和 9年 ４月～ 前年度の実績を調査し、目標が達成されていない場合は原因を調

査し改善策を講じる。 

 ●令和 10年 ４月～  前年度からの取組を継続し、休暇取得推進と残業時間削減の定着

を図る。 

 

 

 

 

＜取組内容＞ 

●令和 8年 4月～ 男女ともに育児休業を取得しやすい雰囲気づくりや制度の周知を

行うとともに、復帰後も時短勤務など柔軟な働き方を活用できる

よう支援し、育児と仕事を両立しやすい職場環境を進める。 

●令和 ９年 ４月～ 女性職員が育児と仕事を両立しながら働き、成長できるよう研修

等を行う。（キャリア形成）  

●令和 10年 ４月～ 課題を改善しながら制度の活用を推進し、両立支援や働きながら

成長できる支援の定着を図る。  

目標 1：年次有給休暇取得日数が 10日以下の職員については前年度より 1日以上多

く取得できるよう努めるとともに、残業時間を前年比 10％削減する。 

《次世代育成支援対策推進法》 

目標 2：男女ともに育児休業取得率 100％を維持する。また、制度の周知と業務体制

の整備、柔軟な働き方の推進に取り組む。 

                            《次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法》 

 


